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通常支援 スポンジ化対策支援 防災機能強化支援
基本要件 一定規模以上のにぎわい施設等を建築

拡充要件 ー 更に、低未利用地※1に建築 更に、敷地を統合等※2して建築

イメージ

総 額 約950万円 約1,700万円 約2,700万円

建 築 850万円
建物の固定資産税【半額】×５年間

1,700万円
建物の固定資産税【満額】×5年間

2,500万円
建物の固定資産税【満額】×7.5年間

解 体 100万円
土地の固定資産税×1年間

ー 100万円
土地の固定資産税×1年間

統 合 ー ー 100万円

ビルの老朽化

平面駐車場等の
低未利用地

狭小敷地 賑わい施設の充実

災害に強く、まちの活力を生む建築物への建替えまちの防災力・活力の低下

低未利用地活用
【スポンジ化対策】

敷地の統合
【防災機能強化】

熊本市中心市街地建て替え促進補助金 概要（詳細は要綱を参照）

○ 老朽建築物の解体から建て替えにかかる一連の負担を軽減します。
○ スポンジ化対策や防災力向上に寄与するものは更なる財政支援を行います。

【基本要件】
内 容

位 置 中心市街地の区域内であること

用 途 新築する建物の過半が商業施設、事務所又はホテル等であること
※但し、風俗営業並びにこれらに類するものを含まないこと。

敷地規模 新築する建物の敷地面積が200㎡以上であること
※但し、旧耐震基準の建物の建替えを行う場合は、敷地面積100㎡以上のものも対象とする。

建物規模 地上３階建て以上の耐火建築物であること

その他

・新築する建物の出入口等は、バリアフリーに配慮した構造とすること。
・新築する建物の外観等は、地域の景観に配慮すること。
・電気設備等の浸水対策をとること。
・駐車場は敷地外の立体駐車場に隔地するよう努めること。（但し、障がい者等用駐車場、荷捌き駐車場等を除く）

【補助内容等】

※注１：市税の滞納が無く、熊本市暴力団排除条例に規定する暴力団に該当しない者等であること。
※注２：新築する建物が基本要件を満たすことが必要。
※注３：新築する建物が拡充要件（防災機能強化）を満たすことが必要。

設定（税率：1.4%、建物の評点数：100,000点/㎡、土地の路線価：200,000円/㎡、等）
※1：５年以上（平成27年3月31日以前より）、空き地や平面駐車場等であった土地。
※2：所有者の異なる２以上の敷地を統合するなどして１つの建物を建築。拡大後の敷地が200㎡以上かつ拡大度合いが10％以上 等

（参考）算定イメージ（敷地：500㎡,延床：2,500㎡の建物）

建 築 解 体※注2 統 合※注2,3

対象者
※注1

新築する建物の所有者 解体する建物の所有者 土地を譲渡した者

補助内容 新築した建物の固定資産税相当額
解体期間中の土地の固定資
産税相当額

敷地の統合(売買)にかかる
譲渡所得税等相当額

上限額等
通常支援（【半額】×5年間） 1,000万円

最長１年分 上限100万円／事業スポンジ化対策（【満額】×5年間） 2,000万円

防災機能強化（【満額】×最大10年間） １億円

敷地：500㎡

延床：2,500㎡

解体支援

建築支援 建築支援

低未利用地

建築支援

解体支援

統合支援

400㎡ 100㎡



手続き 事業者 熊本市役所

Step.0 事前相談

○事前に相談を受け付け、新築する建物が要件を満
たすか確認します。

Step.１ 事業指定

○要件との適合について審査し、該当する補助金の
種類（建築・解体・統合）等を確定します。

【確認する内容】
・事業者（市税の納税状況等）
・事業計画（新築する建物の用途・規模・工程等）

※令和12年3月31日までに指定を受ける必要があります。
※補助金の交付見込みが総額10億円に達した時点で、
指定の受付を終了する予定です。

Step.２ 事業実施

○着手届を提出、解体工事や建築工事を実施します。
○工事完了後に、完了届を提出します。

※指定日から１年以内に解体工事に着手、３年以内に建築
工事を完了しない場合は、指定を取り消します。

Step.３ 交付決定

○事業の完了後、土地や建物の固定資産税等を納
税した後に交付申請を行います。

○新築した建物が要件に適合しているか最終確認を
行い、交付額の確定を行います。

熊本市中心市街地建て替え促進補助金 交付手続きの流れ

※注1： 事業指定の申請者、新築する建物の用途等に変更が
生じた場合は、変更申請書（様式第5号）を提出
所有権移転等により補助事業を承継する場合は、承継

承認申請書（様式第8号）を提出
※注2：補助事業を廃休止する場合は、事業廃休止届（様式第

7号）を提出
※注3：補助金が支払われた後であっても、新築する建物が要件

を満たさないことが明らかとなった場合は、補助金を返還す
る必要があります。

全体（建築・解体・統合）を
一括で申請

以降は、建築・解体・統合を
個別に申請

【イメージ】

解体
（着手）

建築
（着手）

解体
（完了）

②建築のみ実施する場合

①解体と建築を実施する場合

指定
建築

（着手）

指定

1年以内に解体に着手

３年以内に建築を完了

解体後3年以内に建築を完了

建築
（完了）

建築
（完了）

指定申請書
（様式第1・２号）

指定又は
不指定通知書

（様式第3号又は
様式第4号）

事業着手届
（様式第11号）

事業完了届
（様式第12号）

受 付
必要に応じて現地確認

受 付
必要に応じて現地確認

チェックシート
（その他図面等） 事前相談

納 税

事業実施※注2

交付申請書
（様式第13・14号）

審 査

交付決定通知書
（様式第15号）交付決定受理

請求書
（様式第16号）

補助金受取※注3

受 付

支 払

審 査
必要に応じて現地確認

指定通知受理※注1


